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○ 地方圏の人口流出を食い止める「ダム機能」を確保するため、中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力
することにより、圏域全体として必要な生活機能等を確保する「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受
け皿を形成する。

【圏域に求められる役割】

①生活機能の強化（医療、福祉、教育、産業振興、環境 等）
②結びつきやネットワークの強化（地域公共交通、交通インフラ整備、地産地消、交流移住 等）
③圏域マネジメント能力の強化（合同研修・人事交流、外部専門家の招へい 等）

定住自立圏構想の意義

「定住自立圏構想」の推進

定住自立圏構想への取組状況

※H27以前は4月1日時点の数値

圏域形成に向けた手続

中心市

②定住自立圏形成協定の締結
中心市と近隣市町村が１対１で、

議会の議決を経て締結

①中心市宣言

③定住自立圏共生ビジョンの策定
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載

近隣市町村

○人口５万人程度以上
○昼夜間人口比率１以上
○原則３大都市圏外 等

KPI： 2020年（平成32年） 140圏域 （H28.5.31現在 109圏域）
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平成21年～

協定締結等市町村数
４６３市町村

（H28.5.31時点）

（市町村・圏域数）

○ 定住自立圏共生ビジョンに基づき実施する事業、外部人材の活用や地域医療の確保に要する経費等に対する財政支援
○ その他、地方債（地域活性化事業債）、関係各省による事業の優先採択 等

定住自立圏構想に対する支援策



コミュニティバス利用者推移
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小児救急医療体制の確保
○ 基幹病院である中津市民病院に勤務する医師の負担を軽減

させ、県境を跨ぐ24万人医療圏を支えていくため、新たに小児

救急センターを整備

○ 同センターにおいて、大学病院の小児科医等の応援医師に

よる診療により、周辺自治体小児救急患者の休日夜間の診療

体制を確保

福岡県・大分県

取組分野

医療 ○ 環境 地産地消
福祉 ○ 地域公共交通 ○ 交流移住 ○

教育 ICTインフラ
合同研修・
人事交流等

○

産業振興 ○ 交通インフラ ○ その他 ○

九州周防灘地域定住自立圏
平成21年３月 中津市が中心市宣言
平成21年11月 定住自立圏形成協定締結
平成22年３月 定住自立圏共生ビジョン締結

圏域面積 1,429.9k㎡
（中心市面積） (491.2k㎡)

主な取組事業

・圏域内自治体・医師による小児救急医療体制確保

・中小企業勤労者福祉サービスセンターの共同運用

・コミュニティバスの運行

・空き家情報の共同発信

・圏域自治体職員の合同研修

中津市民病院２４万人医療圏域

京築保健医療圏

北部保健医療圏

コミュニティバス豊前中津線運行事業
○ 通勤需要等を踏まえ市役所から市民病院への県境を越え

たコミュニティバス路線を新設し、圏域住民の利便性を向上

特徴的な取組

※平成２２年国勢調査

医療、地域公共交通
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